
 

令和７年度 

 

事業計画並びに資金収支予算書 

 

 

 

 



誰もが安心して暮らし続けられる街
－ 互いに支え助け合う「地域力」のあるまち －

　荒川区社会福祉協議会は、以下の 4 つを柱とする「あらかわ粋・活計画」

（荒川区地域福祉活動計画）に基づき、区民・団体・行政と連携・協働して、

「誰もが安心して暮らし続けられる街」の実現に向けて、地域福祉の推進に

取り組んでいます。
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 令和７年度 社会福祉

法  人 荒川区社会福祉協議会 事業計画 

 

社会福祉事業区分 

 

地域福祉活動推進事業拠点区分 

 

 １．法人運営事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

組織運営基盤の強

化 

理事会、評議員会

等の開催 

理事会、評議員会、監事会、評議員選任・解任委員会を

開催し、組織の運営・事業の促進を図る。 

財政基盤の強化 社協会員の拡充、たんぽぽ募金箱の設置、遺贈を含む区

民や企業等からの寄付金品の受領により、自主財源の確保

を図る。なお、寄付者等に対しては、感謝状贈呈規程に基

づき、感謝状を贈呈する。 

人材の育成強化・

確保 

≪福祉のしごと相談・面接会の開催≫ 

区、東京都福祉人材センター、ハローワーク等と連携し、

福祉人材を求める区内事業所と福祉の仕事に興味がある

方との出会いの機会を設け、就労及び人材確保の支援を行

う。 

≪実習生等の受け入れ≫ 

社会福祉士や保育士等の社会福祉を学ぶ学生や社会人、

教育を学ぶ学生等を対象に長期・短期実習の受け入れを行

い、経験や学習を行える場を提供することで、福祉に携わ

る後進の育成を図り、地域福祉事業の推進を目指す。 

≪職員研修の充実≫ 

近年、職員に求められる専門性がより高度化しているこ

とから、多様な知識やスキル等を習得するための研修機会

を充実していく。 

広報・普及事業  広報媒体の活用 幅広い世代の区民等に社協の事業や地域福祉に関する

新しい情報等を周知し、地域福祉活動への参加及び協力を

促すことを目的として、機関紙「あらかわ社協だより」の

発行、及びホームページや公式ＳＮＳを通じた情報発信を

行う。 

また、「川の手荒川まつり」や「福祉のしごと相談・面接

会」等、様々なイベントでのチラシ配布等により、社協及

びその事業に関する来場者の理解促進を図る。 

イメージキャラク

ターの活用 

公式キャラクター「ひらりちゃん」のイラストや着ぐる

みを各種イベントや事業で活用し、社協の事業や地域福祉

に対する親しみやすいイメージを区民等へ広める。 

また、「使用承認申請」等の必要な手続きにより、区内の

地域福祉団体等の発行物へ、公式キャラクターの使用許可

を行い、その構成員である住民ボランティアの地域福祉事

業への参加意識を高める。 

あらかわ福祉まつ

り 

多くの方々に地域福祉活動への関心を持っていただき、

活動への参加のきっかけづくりの場とするとともに、様々
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大項目 小項目 事業の概要 

な福祉団体等の情報発信、交流の場として開催する。 

また、イベント開催中、感謝状贈呈規程に基づき、対象

の団体や個人に対して感謝状贈呈を行う。 

日程：11 月 8 日（土） 

会場：荒川総合スポーツセンター 

調査・研究・企画 第4期あらかわ粋・

活計画の推進 

地域住民や関係機関とともに、以下の柱に沿って取り組

みを進める。 

Ⅰ みんなで支えあえるまちにしよう 

Ⅱ 一人ひとりを大切にしあうまちにしよう 

Ⅲ 災害時に助けあえるまちにしよう 

また、計画を推進していくための、社協の体制整備を進

める。 

地域福祉活動計画

推進委員会の開催 

第 4期あらかわ粋・活計画に沿った取り組みの実施状況

を評価し、着実な計画の推進を図ることを目的に推進委員

会を開催する。 

連絡調整 関係団体との連携 町会・自治会、民生委員・児童委員協議会、高年者クラ

ブ連合会、心身障害児者福祉連合会、福祉施設、ボランテ

ィアグループ、当事者団体、ＮＰＯ法人等と連携し、多様

化する社会福祉ニーズの把握に努めるとともに、地域課題

の解決に向けた取り組みを協働で進める。 

法外援護事業 災害や病気、その他の不測な事態に遭遇した要保護世帯

等に、一時的に金銭等の緊急援護を実施する。 

車いすの貸出 

（車いす貸出ステ

ーション事業） 

区内で福祉施設を運営する団体等の協力のもと、傷病や

入退院、その他の事情により一時的に車いすを必要とする

区民に対し、社協が指定管理を行っている施設のほか、身

近な場所で車いすの貸出を行うことにより、日常の利便性

や生活範囲の維持または拡大を通じて、福祉の増進等を図

る。 

危機管理体制の整

備 

事業継続計画の整

備・検証 

現在の事業継続計画について、各拠点施設や各部署単位

で改めて検証を行うとともに、平時の事業や建物管理等に

も連動するよう、当該年度の体制に即して更新を行う。 

また、事業継続計画や災害ボランティアセンター運営ガ

イドラインに基づき、災害時に災害ボランティアセンター

を速やかに立ち上げ、運営できるよう、災害時活動準備金

を計上する。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活に

おける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」

等を実施する。 
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 ２．地域福祉事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

包括的支援体制づくり事業 包括的支援体制の実現に向け、重層的支援体制整備事業の

一翼を担うべく、社協内外の関係機関等との緊密な連携体制

づくりを行う。 

 包括的相談支援事

業 

≪幅広くニーズをキャッチできる体制づくり≫ 

○地域住民に向けて、ちょっとした困りごとや暮らしの相談

を行う「福祉のなんでも相談会」を実施する。 

○福祉関係機関、民生委員・児童委員、ふれあい粋・活サロ

ン世話人、当事者団体、支援団体、ボランティアグループ

等と連携したニーズ把握と相談及び支援を行う。 

≪社協内の体制強化≫ 

○すべての部署において、分野を問わず相談や地域のニーズ

をキャッチし、リーダー会議等で共有する。 

○制度等では解決の難しい事案も含め、福祉ニーズを抱える

住民に寄り添い、相談に応じる。 

○複合的な相談については、関係機関や関係者との調整を図

り、必要に応じて支援へのつなぎや伴走支援等を行う。ま

た、相談内容を集約し地域課題の抽出を行う。 

○部署を横断した定期的なカンファレンスを行う。 

重層的支援体制整

備事業 

（荒川区受託事業） 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括 

的な支援体制を構築するため、社会福祉法第 106 条の 4に規

定された重層的支援体制整備事業の趣旨を踏まえ、荒川区に

おいて実施するにあたり、下記の相談支援を一体的に実施す

る。 

≪アウトリーチ等を通じた継続的支援≫ 

〇支援が届かない人に支援を届ける。 

〇会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談

者を見付ける。 

〇本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く。 

≪参加支援事業≫ 

〇社会とのつながりを作るための支援を行う。 

〇利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニュー

をつくる。 

≪地域づくりに向けた支援≫ 

〇世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する。 

〇交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動や人 

をコーディネートする。 

〇地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活 

性化を図る。 

地域福祉コーディ

ネート事業 

町会・自治会、民生委員・児童委員協議会、商店街や多様

なテーマを持つボランティア、ＮＰＯ法人等との連携・協力

のネットワークを構築しながら、様々な形で住民の孤立予防

活動や交流行事等の企画調整、地域課題の解決に向けた地域

の仕組みづくり等を行う。 

ふれあい粋・活サ

ロンネットワーク

事業 

 ひとり暮らし等の高齢者、障がいのある方、子育て中の方

等、地域の中で孤立しがちな方を対象に、町会・自治会、民

生委員・児童委員、商店街、ＮＰＯ法人、ボランティア、地
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大項目 小項目 事業の概要 

域包括支援センター、高齢者みまもりステーションなどの協

力を得て、孤独感の解消と社会参加、見守りの強化などを目

的として｢ふれあい粋・活サロン｣を実施する。懇談会等で交

流を図り世話人や協力機関との連携を図る。 

≪ご近所型サロン 52 か所≫ 

≪テーマ型サロン 37 か所≫（令和 7年 2月現在） 

○まるっとかわら版の発行（月 1回） 

ふれあい粋・活サロンの世話人向けに発行し、区内全域の

情報、地域課題の解決事例、先進的な取り組み等を周知し

住民活動の可視化を行うことで、課題意識の掘り起し、見

守り・支え合いの強化につなげる。 

○地域懇談会(世話人交流会) 

ふれあい粋・活サロンの世話人や関係機関等が毎年 1回集

い交流する中で、地域の見守り・支え合い活動の推進のた

め、住民間の関係強化、新たな地域課題に関する情報提供

や解決策の検討を行う。 

○ふれあい粋・活サロン推進会議 

高齢者等の抱える個別ニーズと、それを解決する仕組みづ

くりについて明確化していくため、ふれあい粋・活サロン

を通じて協力関係にある団体や機関等との情報・意見交換

会を年１回程度実施する。 

ひきこもり支援事

業 

（荒川区受託事業） 

ひきこもり状態にある本人やその家族等を支援すること

により、ひきこもり状態にある本人の社会参加を促進し、本

人や家族等の福祉の増進を図る。 

≪居場所づくり≫ 「ごろリンク」 

ひきこもり状態にある本人が、社会参加をするための第一 

歩となる居場所づくりを行う。様々な参加者の悩みに対応で

きるように、多様な過ごし方ができるように配慮する。 

≪支援機関とのネットワークづくり≫ 

地域のひきこもり支援を行っている関係機関と連携し、ネ 

ットワークを構築する。 

≪周知啓発≫ 

事業の内容やひきこもり支援を行っている機関等の情報

を周知する。 

≪継続的支援≫ 

必要に応じて当事者へアウトリーチを実施する。また、居

場所への参加を促すとともに、区や関係機関と連携し継続的

に支援していく。 

子どもの進路選択

支援事業 

（荒川区受託事業） 

区と連携を図り、生活保護受給者または生活困窮世帯等の
子ども及びその保護者の自宅の訪問を行う。また、子どもの
学習・生活支援事業や居場所等の社会資源へつなぎ、アウト
リーチを通じ子どもやその保護者との信頼関係の構築に努
める。区や関係機関と連携し、継続的な支援を実施する。 
〇進路選択等に関する相談支援 

児童等の将来の進路選択等に関する相談に対応し、適切な
助言を行う。 

〇児童等の世帯の生活上の相談支援 
児童や保護者の生活上の相談に応じ、関係機関と連携し、
助言や支援を提供する。（必要に応じて、家庭訪問による
直接的な伴走支援をする。また、他の制度で対応する必要
が認められる場合は、当該制度につながるよう支援する。） 
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大項目 小項目 事業の概要 

なお、児童虐待やＤＶ、ヤングケアラー等の緊急性の高い事
案には区と連携して対応する。 
〇保護者への養育支援 

児童等の養育や学習習慣の定着等について、児童等の保護
者に対し、公的支援等の情報提供や適切な助言を行う。 

住民による傾聴活

動事業 

○ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯等を対象に、ボラ
ンティアが週 1～2 回電話かけ、会話を楽しんだり体調の
確認をすることで、孤独感の解消を図る。また、電話で会
話しているボランティアと対象者が顔を合わせ交流する
会を実施する。 

○ひとり暮らし高齢者等を訪問し、話を聴くことで孤独感の
解消を行うボランティアグループ「ダンボの会」の傾聴ボ
ランティア活動をコーディネートし、会の運営を支援す
る。 

おもちゃ図書館子育て交流サロン事業 乳幼児の親子を対象に、障がいのある子もない子も親子で

楽しく遊び交流する場を提供し、子育てや育児参加促進に関

する情報の提供、相談、講習会などを実施する。 

それぞれのサロンで、多世代のボランティアの参加を得

て、地域ぐるみで子育て支援を行う。 

○荒川おもちゃ図書館子育て交流サロン 

○汐入おもちゃ図書館子育て交流サロン 

○おぐぎんざおもちゃ図書館子育て交流サロン 

 一時預かり事業 育児世帯の負担軽減を目的に週 1回、乳幼児（区内在住の

未就園児）の一時預かりを実施する。 

出張ひろば事業 おもちゃ図書館子育て交流サロンの対象者や対象地域を

広げるため、週１回程度、常設サロン以外の場所で実施する。 

○出張ひろば「おたけの郷」 

○出張ひろば「おぐのはらっぱらっぱ」 

○出張ひろば「さくら通り」 

ボランティア活動

事業 

地域の小中学生から大学生、社会人、高齢者まで幅広い年

代の方、また、障がいのある方等、様々な方をボランティア

として受け入れ、乳幼児や障がいのある子どもたちとの交流

を図り、心のバリアフリーを推進する。 

各種講習・イベン

ト事業 

≪キッズとベビーのわくわくフェスタ≫ 

あらかわ福祉まつり開催時に、3つのおもちゃ図書館子育 

て交流サロンが合同で、子育て中の親子が楽しめるイベント 

を開催する。 

≪配慮の必要な子の親子向け講座≫ 

 障がいのある子や発達のゆっくりな子とその親を対象と 

したイベントや講座を実施する。 
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 ３．ボランティア活動推進事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

ボランティアセンター事業 誰もが安心して暮らし続けられる街を目指して、区内にお

ける幅広いボランティア活動や地域福祉活動を支援する。社

協が持つ中間支援組織としての役割である、活動する方々や

団体の情報交換、連携・協働の場づくり等を進める。 

世代を問わず、障がいや生きづらさなどを抱えた方等、誰

もがボランティア活動に参加しやすい環境を整え、活動を促

進させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア活動

促進事業 

○ボランティア・地域貢献活動のコーディネート 

○ボランティア活動者・団体の相談・支援 

○ボランティア活動団体との情報交換・連携 

○ボランティア保険の受付（災害時を含む） 

○ボランティア登録者への保険料一部助成（上限 1,400名） 

○多様な方が取り組めるボランティアプログラムの創出 

○活動用の機材機器、活動室の貸し出し 

ボランティア情報

提供事業 

ボランティア活動への関心を高め、地域福祉活動への参加

を促し、ボランティア団体等の活動が活発化するよう、様々

な媒体等を通してボランティア･地域福祉活動に関する情報

を提供する。 

○ボランティア情報誌「あらんてあ」の発行 

(月 1回 4,600部) 

○小学生を対象にした情報誌「こどもあらんてあ」の発行 

（年 4回 デジタル連絡ツール「スクリレ」による配信等） 

○ホームぺージ、ＬＩＮＥ等による 

定期的なボランティア活動情報の発信 

ボランティア講座

事業 

ボランティア活動や地域福祉活動への協力者を増やし、地

域福祉の推進力を高めるために各種ボランティア講座を開

催する。子どもから大人まで、ボランティアに触れる機会と

して、サマーボランティアスクール等を実施する。 

協働・ネットワー

ク推進事業 

様々な地域福祉活動・ボランティア活動をしている方やボ

ランティア団体、当事者団体、生涯学習団体、ＮＰＯ法人、

企業、福祉施設、関係機関等が他団体とつながり、交流を通

して活動の促進やネットワーク化、協働できる関係づくりを

行う。その一環として、あらかわ子ども応援ネットワークの

事務局機能を担う。 

子どもと高齢者と

の年賀状交流事業 

区の「高齢者みまもりネットワーク事業」に登録している 

75歳以上の方々を対象に、区内の子ども達(小、中、高生)が

年賀状を作成して送る活動を行う。 

障がい児者レクリ

エーション事業 

障がいのある方を対象に、外出の機会の創出と社会参加や

交流を目的としてレクリエーション事業を実施する。 

フードドライブ事

業 

家庭で眠っている食品等の提供や、企業等による食品等の
支援を呼びかけ、収集し、支援団体を通して生活困窮者やひ
とり親家庭など、食品等を必要とする方への提供を行う。 

心のバリアフリー

学習・福祉教育推

進事業 

学校、団体、企業等を対象に、心のバリアフリー学習やボ

ランティア活動についての相談、情報の提供、学習会や授業

への講師派遣、プログラム提供、疑似体験機器の貸出等を、

福祉施設や当事者団体などと連携して実施する。 
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大項目 小項目 事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様性への理解を促進し、心のバリアフリーを広めるため

のイベントや講座等を行う。 

災害ボランティア

センター事業 

区との協定に基づき、災害時に「災害ボランティアセンタ

ー」を区と連携・協力して設置・運営する。 

「災害ボランティアセンター」の実効性を高める目的のた

め、荒川総合スポーツセンターでの訓練を実施する。また、

被災時を支える関係者のつながりを強め、運営ガイドライン

の更新や資材・備品の整備を進める。 

災害時協定先や関係団体、地元企業、ボランティアや地域

活動団体との関係が、災害時に活かされるよう平時から連携

力を高めるための取組を行っていく。 

被災地支援事業 釜石市との災害時相互応援協定に基づき、釜石市が被災し

た際には、災害ボランティアセンターや福祉避難所等の設置

などに必要な職員の派遣、資機材の提供、地域住民との協力

による支援等を行う。 

その他の被災地に対しても、状況に応じ職員の派遣をはじ

め、区民や地域団体、ボランティア団体・企業・東社協等と

協働し、義援金・支援金の募集など必要な支援活動を行う。 

地域活動サロン 

ふらっと．フラッ

ト事業 

 ボランティアなど地域活動に関する情報提供や相談を行

うとともに、ボランティア等に活用できるオープンスペース

の提供や各種講座を通じ、地域活動を気軽に始められる環境

を用意し、活動を促進させる。 

交流サロン事業 地域で活動する方々を対象に交流、作業、打合せ、休憩な

どのための場の提供を行う。また、チラシやインターネット

閲覧用ＰＣを設置し情報提供を行い、ボランティアなど地域

活動に関する相談を受け付ける。 

ふらっとパートナ

ー事業 

ふらっと.フラットの運営について、ともに考える住民（ふ

らっとパートナー）との運営会議を月 1回開催し、運営方針

や講座の企画などを行う。 

地域活動きっかけ

講座事業 

自分にできる地域活動を考えたり、地域での生活を豊かに

する様々な活動を知ったり、地域住民同士の顔の見える関係

をつくる学び合いや交流を行う講座を開催し、地域活動やボ

ランティアへの理解を深める。 

ボランティア自主

講座支援事業 

地域の方々がボランティア講師となって主催する講座の

スペース提供や開催告知等の支援を行う。講座内容を活かし

たボランティア活動のコーディネートを行う。 

ふらっと交流会事

業 

各種講座の講師や参加者、交流スペース利用者など、ふら

っと.フラットに関わる方が一堂に会し、各々の活動につい

て情報交換や交流を行う会を実施する。 
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 ４．在宅福祉事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

在宅福祉サービス事業 

≪にこにこサポート事業≫ 

住み慣れた地域で安心して自立した生活を送るために、援

助が必要な方（利用会員）と協力できる方（協力会員）をつ

なぎ、ささえあい活動を実現するための、住民参加型の会員

組織として運営し、家事援助等の在宅福祉サービスを有償で

提供する。 

※介護保険制度を補完するだけでなく、介護保険で対応で 

きない隙間のニーズに対するサポートも幅広く提供 

≪利用会員≫ 

○利用料金とは別に年度会費（1世帯 2千円）が必要で、次

のいずれかに該当する区民が対象 

 ①65 歳以上の高齢者 

 ②心身に何らかの障がいを有する方 

 ③難病患者や病弱な方 

 ④ひとり親家庭の方(原則子どもが義務教育終了まで) 

 ⑤病気や怪我などで緊急一時的に援助が必要な方 

 ⑥産前産後の体調不良から援助が必要な妊産婦の方 

 ⑦その他社会福祉協議会が必要と認めた方 

≪協力会員≫ 

○概ね 18 歳以上の健康で社会福祉に理解と熱意のある方 

≪利用料金≫ 

○１時間750円～950円（サポート内容及び利用時間による） 

 
 

各種サポート サポートは、次の 4種類で、主に①と②が中心 

①生活サポート 

部屋の掃除、洗濯、食材などの日常生活用品の買い物代

行、食事の支度、布団干し、アイロンがけ、代読、代筆、

薬取りの代行、衣類の入れ替え、裁縫、ごみ出しなど 

②介助・見守りサポート 

理美容院や買い物同行などの外出の介助、通院の介助、 

車いす介助、着替えの手伝い、デイサービスやショート

ステイの送り出し、見守り、話し相手など 

③健康文化サポート 

サークル活動や趣味の会の付き添い・送迎、囲碁や将棋 

などの相手、図書館などの付き添い、散歩の付き添い、

デパートなどの区外への買い物・外食の付き添いなど 

④留守宅サポート 

ひとり暮らしの方が入院された場合の衣類の整理、洗

濯、部屋の掃除、必要な物のお届けなど 

 

宅配夕食サービス  栄養バランスのとれた温かい食事を、ご自宅まで社協の委

託業者が調理・配達するとともに、安否の確認や見守り活動

を行う。（1食 800 円）※令和 7年度から 100 円の値上げ 

ちょこっとサポー

ト 

電球の交換等、継続的でなく 1 回 30 分程度で終わる簡易

なサポートを提供する。（1 回 500 円、年 4 回まで、入会不

要） 
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大項目 小項目 事業の概要 
 

機関紙の発行 会員への情報提供とともに広く区民に事業を周知し、事業

の推進を図ることを目的に機関紙「にこにこ」を発行する。 

（年 4回発行 2,000 部/回） 
 

研修及び人材育成

事業 

在宅福祉サービスにおける人材確保及びレベルアップ並

びにサービスの質の向上、さらに地域における介護力の向上

を目的として、各種研修や人材育成事業を実施する。 

①協力会員説明会、登録会：年 12 回（毎月開催） 

②会員講習会、交流会：年 3回 

在宅福祉サービスの提供に必要な知識・技術の研修や活 

動の充実を図ることを目的に開催する。 

③スキルアップ研修会：年 1回 

協力会員継続 5 年

表彰 

協力会員表彰(感謝状の贈呈)により、協力会員の日頃の活

動に感謝を表し、士気を高めるとともに、会員同士の交流を

図ることを目的に年 1 回開催する。（併せて音楽サークルな

どのお楽しみ会を実施。） 
 

相談・普及啓発事

業 

区民の在宅福祉に関わる多様なニーズを適切なサービス

に結びつけるための情報提供や相談活動を行うとともに、広

範な区民の理解と協力を得るための事業を実施する。 

①専門職員（コーディネーター）による相談窓口を常設す

る。 

②社協だより、ホームページ、あらかわ区報、区営掲示板

等によるＰＲ活動を実施する。 

③行政、町会・自治会、民生委員・児童委員協議会及び福

祉施設や地域包括支援センター等で事業パンフレット

や機関紙「にこにこ」の配布を行う。 
 

調査研究事業 事業の充実を図る目的で、会員や区民のニーズを的確に把

握した新たなサポートメニューの調査研究を行う。 

①利用会員向けアンケートの実施 

心身の状態や生活状況、今後の利用意向など 

②協力会員向けアンケートの実施 

希望する活動や時間帯、提供サポートへの意見調査など 

③サービスの向上に向けた他区社協との事業連絡会や城

北ブロック在宅福祉サービス連絡会における事業の課

題等についての情報交換 
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 ５．福祉サービス総合支援事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

成年後見活用あんしん生活創造事業 

（荒川区受託事業） 

区民の成年後見制度の利用促進のため、成年後見制度推進

機関として、成年後見制度の周知及び利用促進並びに相談援

助を実施する。 

※成年後見制度利用促進法における中核機関としての役割

も兼ねる。 

 
 

成年後見制度に関

する講座・説明会 

≪成年後見制度説明会≫ 

 区民が成年後見制度を正しく理解し、活用できるよう司法

書士及び社会福祉士による、成年後見制度等についての説明

会を行う。 

≪成年後見制度啓発講座≫ 

 区民に成年後見制度を周知し理解を促進するため、障がい

者または高齢者を対象とした啓発講座を開催する。 

※講座の際にアンケートを行い、周知度及び理解度を測る。 

≪出張講座≫ 

 区民に成年後見制度を周知するため、機関・グループ単位

の要請に応え、成年後見制度の説明を出前方式で実施する。 

 

成年後見制度相談

事業 

成年後見制度の周知及び利用促進を目的に、区民に対する

事業説明会と相談会を開催する。 

≪成年後見制度申立支援事業≫ 

 成年後見制度に関する申立が困難な場合、申立書類作成等

の相談、後見人候補等の紹介を行う等、申立の支援を実施 

≪成年後見制度相談会≫ 

 区民に対し司法書士が申立の際の相談・助言を実施 
 

弁護士による苦

情・権利擁護相談 
 

福祉サービス利用に際しての苦情や権利擁護、成年後見制

度について、弁護士が相談に応じる。 

 

後見人サポート 

事業 

成年後見制度の利用促進のために、後見人等に必要な支援 

を行う。 

①司法書士による親族後見人の後見業務に関する説明会 

②親族後見人交流会（親族後見人からの要望により開催） 
 

地域ネットワーク

事業 

成年後見制度の利用の促進に必要となる、地域の関係機関

への支援・情報交換を区と協力して実施する。 

＜関係機関＞ 

①地域包括支援センター 

②特定相談支援事業所  

③行政の各窓口 

④金融機関 

⑤医師会  

⑥弁護士・司法書士・社会福祉士等専門職団体 
 

成年後見運営委員

会 

第三者の立場から、成年後見制度推進機関の運営方針につ

いて指導・助言を行うための運営委員会を運営していく。 

(年 2 回程度実施) 

社会貢献型後見人

養成 

専門職ではなく一般区民による社会貢献型後見人の養成

についての調査検討を行う。 

※区からの要請に基づき実施（現在、準備中） 
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大項目 小項目 事業の概要 
 

法人後見事業 成年後見運営委員会の小委員会での承認に基づき、社協自

らが後見人となり、区民の福祉サービス契約、施設入所等の

身上監護やそれに付随する日常的な金銭管理等の後見業務

を実施する。 
 

成年後見報酬助成 区民が成年後見制度を利用する際、申立経費と後見人等に

対する後見報酬に要する経費を、一定の資産状況に応じて助

成する。 

単身高齢者等総合相談支援事業 

（荒川区受託事業） 

 単身高齢者等の区民が、元気なうちから自身の意思を反映

させながら将来の生活に備えられるよう、人生の終焉に向け

た準備活動（終活）を支援する総合相談窓口を設置し、支援

する。 

 

 

 

 

終活に関する講

座・説明会 

 

 

 

 

≪終活講座≫ 

 終活の趣旨を周知・理解を促進するため、関連領域の内容

も含めた講座を開催する。 

①相続編（講師：公証役場公証人など） 

②遺言編（講師：司法書士など） 

③エンディングノート編（講師：社会福祉士など） 

※講座の際にアンケートを行い、周知度及び理解度を測る。 

終活に関する専門

相談事業 

≪終活相談会≫ 

 弁護士、司法書士が、相続・遺言・任意後見制度等、終活

に関わる相談・助言を実施する。 
 

緊急事務管理事業（荒川区受託事業） 区から依頼のあったケースについて、通帳等を預かり、必

要に応じ入院費等の支払いを行う。 
 

福祉サービス利用援助事業 高齢者や障がいのある方が、適切な福祉サービスを選択し

利用するための手続きや各種機関の手続き支援を行うとと

もに、地域で安心して生活するための支援を実施する。 

 
 

地域福祉権利擁護 

事業(東京都社会福

祉協議会受託事業) 

判断能力が不十分であるが支援内容を理解できる方（認知

症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等）が、日常生活に

必要な福祉サービスを利用するための相談、情報提供、利用

手続き、利用料の支払い支援、生活費の払出し預入れ、公共

料金等の支払い支援を行う。 

＜拡大事業＞ 

 判断能力がある方に対しても、ひとり暮らし高齢者や高齢

者のみの世帯、身体障がいのある方で支援を必要とする方を

対象に同様の支援を実施する。 

※支援は、専門員と生活支援員が連携して担い、専門員が

作成した支援計画に基づき、生活支援員が利用者宅を訪問

し支援を実施する。 

※生活支援員の資格要件は、18 歳以上 80 歳以下の福祉に

理解と熱意を持つ者で、ボランティア活動・地域活動等を

１年以上経験している方。労働契約を締結するとともに、

活動報酬は１時間あたりの最低賃金をもとに算出する。 

 

財産保全サービス 高齢者・身体障がい者等の財産保全・管理事業を実施する。 
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大項目 小項目 事業の概要 
 

地域福祉権利擁護

事業の利用促進 

地域福祉権利擁護事業に対するニーズは複雑化する傾向

にあり、事業の利用促進のために区民や地域の関係機関（行

政機関、金融機関、地域包括支援センター、福祉サービス事

業所等）に対して、地域権利擁護事業を周知し、適切な連携

を構築していく。 

特に区の生活福祉課や高齢者福祉課、地域包括支援センタ

ーの社会福祉士部会との連絡調整会議を実施し、連携の維持

強化を図っていく。 
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 ６．移動支援事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

障がい者の外出支援事業 

（ガイドヘルパー派遣事業） 

在宅の視覚障がい者（児）及び知的障がい者（児）の方が

社会生活上必要な外出をする場合、「障害者総合支援法」に

基づく外出を支援するサービスを提供することにより、障が

い者の自立と社会参加を推進することを目的とし、障がい者

（児）の外出支援事業(ガイドヘルパー派遣事業)を実施す

る。 

○移動支援（対象：知的障がい者）※区の地域生活支援事業 

○通院等介助（居宅介護）※知的・視覚障がい者の通院 

○同行援護（対象：視覚障がい者） 

 
 

ガイドヘルパーの

募集・確保 

≪ガイドヘルパー説明会・登録会≫年 12 回（毎月開催） 

ガイドヘルパーに関する説明会を開催し、登録契約を希望 

する場合は、登録契約を行う。 

※ガイドヘルパーの確保の観点から、72 歳の定年後にも 

活動を希望する場合は、認知機能検査や体力測定を半年 

毎に実施し、基準を満たす場合は 75 歳（上限）まで 

活動継続可能とする。 

≪感謝状の贈呈≫ 

72 歳の定年退職時（活動継続の場合も含む）に過去 5 年

以上の良好な実績がある方への感謝状の贈呈を行う。 
 

ガイドヘルパー 

現任研修 

様々な状況や依頼内容に対し、安全かつ質の高いサービス

を提供するため、スキルアップを目的とした研修を実施す

る。 
 

広報活動 ホームページや社協だよりへの掲載をとおして、ガイドヘ

ルパー派遣事業を広く区民に周知する。 
 

支援者等との連携 安全で充実したサービスの提供とともに、対象者の地域生

活を支援する視点を持ち、個人情報保護制度を遵守した上

で、ガイドヘルパー及び、利用者相互の必要な情報提供と支

援者のネットワークの構築を図る。 
 

資格取得への助成 登録しているガイドヘルパーが関連の資格（同行援護また

は介護職員初任者研修等）取得に対する費用を助成する。 

※助成（3分の 2上限 3万円）は、資格取得後に社協のガ

イドヘルパーとして一定の活動実績（50 日または 50 時

間）が必要となる。 
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 ７．助成事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

地域団体への助成  区内の高齢者、障がい者、児童等の福祉団体や民生委員・ 

児童委員協議会、社会を明るくする運動など、地域社会に広 

く貢献する団体に対して助成を行うことにより、誰もが安心 

して暮らせる福祉のまちづくりを推進する。 
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 ８．生活福祉資金貸付事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

各種資金貸付事業 

（東京都社会福祉協議会受託事業） 

低所得者世帯などに対して、低利または無利子での資金の

貸付と、必要な相談・援助指導を行うことにより、経済的自

立及び生活意欲を促進し、その世帯の安定した生活を確保す

る。 

 
 

生活福祉資金貸付

事業 

低所得者世帯、障がい者や介護を要する高齢者のいる世帯

に対して、その世帯の生活の安定と経済的自立を図ることを

目的に、資金の貸付を実施する。 

 
 

総合支援資金 離職や減収により日常生活全般に困難を抱えた世帯の生

活の建て直しのために、継続的な相談支援と生活費及び一時

的な資金の貸付を実施する。 

 
 

不動産担保型生活

資金 

現在住んでいる自己所有の不動産(土地・建物)に、将来に

わたって住み続けることを希望する低所得の高齢者世帯に

対し、その不動産を担保に生活福祉資金の貸付を実施する。 

 
 

生活復興支援資金

貸付 

東日本大震災により被災した低所得世帯に、当面の生活に

必要となる経費等の貸付を行うことにより、生活の復興を支

援する。 

 
 

特例貸付 

・緊急小口資金 

・総合支援資金 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少や失

業等により生計維持が困難となった世帯への貸付(令和 4 年

9 月末で申請終了)、並びに償還業務。さらに令和 6 年 6 月

からフォローアップ支援事業(任意事業)を開始。償還困難者

や遅延者に対し、免除・猶予の案内や、実態把握のためのア

ウトリーチを行う。 

令和 6年 1月 1日に発生した「能登半島地震」に対応する 

特例貸付も実施する。 
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 ９．受験生チャレンジ支援貸付事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

受験生チャレンジ支援貸付事業 

（荒川区受託事業） 

 学習塾、各種受験対策講座、通信講座等の受講費用及び高

校、大学受験等の受験費用を捻出できない方に対して無利子

で貸付を行うことにより、低所得者世帯の子どもの進学を支

援する。 

※高校、大学等に入学した場合は返済免除 

≪対象者≫ 

 ①世帯の生計中心者であること 

 ②世帯収入の総収入または総所得を合算した金額が一定 

基準以下であること 

 ③預貯金等の資産の保有額が 600 万円以下であること 

 ④土地・建物を保有していないこと 

（現在居住している土地、建物は除く） 

 ⑤都内に引き続き 1年以上在住（住民登録）していること 

 ⑥生活保護受給世帯の世帯主または世帯員でないこと 

 ⑦暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2

条 6号に規定する暴力団員でないこと 

 
 

相談窓口の設置運

営 

相談窓口(常設)を設置し、専門相談員による必要な支援と

情報提供（奨学金等）を実施する。 
 

広報普及啓発活動 区報、ホームページ、ポスター等への掲載のほか、学校（区

立中学校校長会等）や関係機関（あらかわ子ども応援ネット

ワークや学習塾等）への情報提供を実施するなど、きめ細か

く周知を図り、一人でも多くの方々に情報提供していく。 
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 １０．ひとり親貸付事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸

付事業 

（東京都社会福祉協議会受託事業） 

≪訓練促進資金≫ 

高等職業訓練促進給付金を活用して、養成機関に在学し、 

就職に有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対す

る入学準備金、就職準備金の貸付を実施する。 

※就職、就業継続ほかの要件に合致する場合は、返済を免除 

≪住宅支援資金≫ 

 児童扶養手当を受給、または所得が同水準で自立支援プロ 

グラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組む、ひと 

り親家庭の親に対する住居の借上げ資金の貸付を実施する。 

※就職、就業継続ほかの要件に合致する場合は、返済を免除 
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 １１．特定相談支援事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

計画相談支援及び

障がい児相談支援

事業 

指定特定相談支援

事業・障がい児相

談支援事業 

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、障害福祉サー

ビス、障害児通所支援を利用する方を対象に、相談支援及び

指定計画相談支援・障害児相談支援を実施する。 

※本事業は社会福祉事業区分に属するが、事業の実施は公益

事業区分の荒川区立障害者福祉会館(アクロスあらかわ)

にて実施する。 

※事業の詳細は、障害者福祉会館（アクロスあらかわ）のサ 

ービス区分に記載。 

障がい者虐待防止

の取り組み 

利用者や関係者との面談やモニタリング等を通じ、虐待の

早期発見に努める。事業所として虐待を防止するため、「職

員への研修の実施」や「虐待防止委員会の定期的な開催」に

取組む。 

相談支援従事職員が、義務研修を受講し、部署内伝達研修

を実施する。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため「日常生活におけ

る基本的な感染対策」に取り組む。 

〇対面での面接時のマスク着用、手指消毒の徹底。 

〇面接、会議で使用する部屋の換気、机と椅子の消毒。 

業務継続に向けた

取り組み 

切れ目のない利用者支援と安定的な事業所運営の両立を

図るため、体制加算等の制度を有効活用して事業運営を行

う。人員配置等の常勤化、加算に関わる資格者の増、事務作

業の効率化を積極的に行う。 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り組

みを行う。 

〇業務継続計画等の策定 

〇職員を対象とした研修と訓練の実施 
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 １２．障がい者支援事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

障がい者就労支援事業 

（荒川区受託事業） 

障がい者就労の機会を広め、安心して働き続けられるよう

に、就労支援コーディネーターと生活支援コーディネーターが

本人や家族、企業から相談を受け、就労支援・生活支援をする

ことにより、地域で自立して暮らせるよう支援する。 

 地域開拓促進コーディネーターは、就労支援施設に通所して

いる方に対して、福祉的就労から一般就労への移行を支援す

る。また、区内企業における障がい者雇用の推進を図ると共に 

障がい者雇用に取り組む企業への支援を行う。 

 令和 7年 10 月就労選択支援の開始に伴い、障がい者が、本人

の希望や適性・能力に合った就職先や就労支援サービスを選ぶ

ことができるように、地域の就労支援機関等との連携をより強

化していく。 

 
 

就労支援 仕事探し、面接、実習の同行、企業開拓、離職調整等の就労

支援を行う。 
 

就労訓練 就労の準備として、訓練機関のコーディネートを行う。 
 

定着支援 一般就労を継続している方が安定した就労を続けていける

ように、本人及び企業へ支援を行うとともに、ジョブコーチ的

支援等も実施する。 
 

生活支援 安心して職業生活を続けられるように、就労に関わる日常生

活の支援を関係機関と連携して福祉サービス利用等のコーデ

ィネートと情報提供を実施する。 
 

エンパワーメン

ト（余暇活動事

業） 

障がい者就労支援事業を通して、一人ひとりの生きる力を育

むとともに、余暇活動である「ともともクラブ」「フットサル レ

ウニル」を応援することで地域での活動を支援する。 
 

就労支援ネット  

ワークづくり 

ハローワーク、他区就労支援センター、企業、障がい者団体、

特別支援学校、障がい者施設、行政、自立支援協議会等とのネ

ットワークに参加し、雇用促進に向けた情報交換と支援協力を

進める。 
 

地域啓発事業 障がいのある方々の就労について、地域住民や企業など広く

関心理解を得るために、啓発事業を実施する。 
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大項目 小項目 事業の概要 
 

障がい者就労激

励会・長期勤続

表彰式 

 

≪開催目的≫ 

〇長期勤続者の表彰を行い、障がい者の就労を激励する機会と

する。 

〇区長及び来賓を招待し、懇談の場で軽食を提供する（アル

コールの提供はしない）。 

勤続表彰式を継続的に実施し、登録者の長期勤続を労うこ

とで、勤続の動機づけの一環にすると共に、企業や関係機

関等の情報交換の場として、障がい者就労の推進を図る機

会とする。 

〇長期勤続者の職場の取材、記念冊子への職場からの労いの

言葉を掲載すること等を通じ、就労者及び就労先企業等の 

 意欲向上を図る。 

〇記念冊子の内容は、会場内で上映する。 

〇会場内に撮影コーナーを設け、登録者が参加された家族や

企業の方と記念写真を撮り、後日、登録者本人に送付す

る。 

手話講習会 

（荒川区受託事業） 
 

聴覚障がい者の福祉に理解と熱意を持つ方を対象として、手

話技術の指導を行い、手話奉仕活動を促進するための講習会を

実施する。また、手話を学んだことのない方に向けた手話体験

会を開催する。 

失語症者コミュニケーション支援事

業 

（荒川区受託事業） 

区在住の身体障害者手帳を所持する方や医師の診断書によ

り失語症であることが確認できる方、またその団体に対して、

コミュニケーション支援者を派遣調整する「失語症者コミュニ

ケーション支援事業」の業務を行う。支援は、コミュニケーシ

ョン支援のみとなり、移動の同行や身体介護は含まれない。利

用者及びコミュニケーション支援者の登録受付業務、利用者か

ら派遣受付のあった場合には、コミュニケーション支援員の派

遣調整を行う。 

障がい者個別避難計画事業 

（荒川区受託事業） 

災害発生時に的確な安否確認や避難誘導などを行うため、避

難行動要支援者ごとに個別避難計画を作成する個別避難計画

が未作成の身体障害者手帳 1、2 級、精神障害者手帳、愛の手帳

所持者の計画作成を支援する。 
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 １３．ファミリー・サポート・センター事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

ファミリー・サポート・センター事業 

（荒川区受託事業） 
仕事と育児の両立及び育児環境の整備を目的に、子育ての

援助を受けたい利用者と育児の支援をする地域の協力会員

とがお互いに助け合う「地域のささえあい」を実践する住民

参加型の会員制有償サービスを提供する。 

≪利用会員≫（子育ての援助を受ける会員） 

この事業に理解があり、区内に在住または在勤し、概ね生 

後 6か月以上小学校 6年生までの子どもがいる方。 

（区内に在園・在学児がいる方も含む） 

※サービスの利用には利用会員としての登録が必要。 

※会員登録は、原則として毎月第三木曜日に開催する「会員

登録説明会」に参加して、事業の趣旨や相互に守るべきル

ール等を理解していただく（１時間程度） 

希望により託児も用意（人数に限りあり） 

緊急の場合等は、窓口でも対応（日曜祝日・休日、年末年

始を除く月曜日～土曜日の 8：30～17：15） 

≪協力会員≫（子育ての援助活動を行う会員） 

この事業に理解と熱意がある心身ともに健康な 18 歳以上 

の方で、保育士、幼稚園教諭、看護師、保健師、助産師等の

有資格者、もしくは、小学校教諭の経験がある方、東京都等

の子育て支援員研修の受講修了者、区から委託を受けた社協

が実施する協力会員養成講座の修了者 

 ※保育士などの有資格者は、養成講座の一部の受講を免除 

≪利用料金≫ 

１時間 720 円～840 円（利用時間帯による） 

※１時間を超える場合は 10 分単位で計算（120 円～140 円） 

※同時に 2人以上が利用する場合は、2人目から半額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児支援サービス 

 

残業、病気、通院、冠婚葬祭、家族の介護や社会活動への

参加などのため、保育園・幼稚園・学校・学童クラブへの送

迎や保護者が帰宅するまで、子どもを預かるなどのサービス

を提供する。 

≪利用する際の理由（例示）≫ 

 ①仕事（残業など）のため 

 ②医療機関への通院のため 

 ③家族（親類）の看護・介護のため 

 ④冠婚・葬祭に参加するため 

 ⑤リフレッシュしたいため 

 ⑥就労準備のため職業訓練や学習会に参加するため 

 ⑦ＰＴＡや地域の行事、ボランティア活動に参加するため 

 ⑧その他、ファミリー・サポート・センターが援助の必要 

性を認めた場合 
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大項目 小項目 事業の概要 
 

会員講習会 ≪協力会員養成講習会≫ 年 5回（1回につき 3日間） 

 ①保育士、保健師、栄養士等の座学講習 

 ②区内保育園での保育実習 

 ③ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の救命講習 

≪フォローアップ研修等≫ 

 ①救命救急講習会（年 5回） 

 ②協力会員養成講座 再講習（年 5回） 

 ③その他知識、技術の向上を目的とした講習会（講演会） 
 

事例発表・交流会 ≪協力会員交流会（研修会）≫ 

○協力会員の活動の充実を目的に開催（年 1回） 

≪事例発表・交流会≫ 

○利用会員（保護者と子ども）と協力会員が、一堂に会す 

る場を設け、会員間の交流を図る目的で開催（年 1回） 

※ふれあい館等でのお楽しみ会、あらかわ遊園など 
 

連絡調整会議 アドバイザーと地域リーダーが情報交換及び協議を行う

場として地域リーダー会議を開催する。 隔月開催（年 6回） 
 

協力会員継続 5 年

表彰の実施 

協力会員表彰を実施することにより、日頃の活動に感謝を

表し、士気を高めることを目的に実施する。（隔年開催） 
 

広報紙｢Ｆめ～る｣

の発行 

≪広報紙「Ｆめ～る」≫ 

○利用会員及び協力会員向けの情報提供紙（A3 二つ折り） 

○年 1回：3,400 部 

≪ＬＩＮＥによる情報提供≫ 

○「Ｆめ～る」を補完するとともに、より柔軟かつタイムリ

ーな情報を随時提供 
 

託児サポーター事業 

（荒川区受託事業） 

講演会の託児など保育施設や自宅以外の場所における一

時的保育サービスを、託児サポーターが担うことにより、子

育て家庭の社会活動への参加を促進し、子育て家庭を支援す

る育児支援サービスを提供する。 

※原則として、託児サポーターは協力会員に依頼 

 
 

連絡調整 託児の利用団体と託児サポーターとの情報交換及び協議

を行う場を提供する。 

≪主な協議内容≫ 

○託児スペース、託児の年齢層、付帯設備など 
 

利用団体への説明 利用団体に対して会則等の周知徹底を図ることにより、円

滑な託児サポートが行えるように実施する。（1時間程度） 

※担当者の交代時も含む。 
 

広報活動 社協だより等を活用して、託児サポーター事業を広く周知

し、事業の推進を図るとともに、子育て家庭の社会活動への

参加を促進する。 
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厚生援護資金貸付事業拠点区分 

 

 １４．厚生援護資金貸付事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 
 

厚生援護事業 低所得世帯が一時的に生活困窮状態になり、他の方法では

生活を保持する資金が得られない場合、必要な資金の貸付を

行い、その世帯の厚生を援護する。 
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歳末たすけあい運動事業拠点区分 

 

 １５．歳末たすけあい運動事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

歳末たすけあい運動事業 

（12 月 1 日～31 日） 

地域のだれもが、安心して新年を迎えることができるよう

にする一助としての個別配分（歳末たすけあい）、及び次年

度に実施される地域福祉活動（地域福祉）の財源とするため、

共同募金運動の一環として、町会・自治会、民生委員・児童

委員協議会、母の会、共同募金協力会と協力し、実施者とし

て「歳末たすけあい・地域福祉募金」を行う。 

以下の各項目の内容は、歳末たすけあい運動実施委員会にて

決定する。 

 個別配分事業 

 

当年の募金を財源とし、年末から年始にかけて、区内在住

のひとり暮らし高齢者と在宅障がい児のうち、要件を満たす

対象者へ金品等の配付をする。 

広報活動 当年の募金を財源とし、町会・自治会の協力のもと、各町

会・自治会所管の掲示板でのポスター掲示を行うとともに、

あらかわ区報への掲載やチラシ、ホームページ・公式ＳＮＳ

等を通じて広報を行う。 

地域福祉活動事業 前年度の募金を財源として、以下の事業を実施する。 

≪助成事業≫   

1）協力金の交付 

 前年度の募金にご協力いただいた町会･自治会に対し、

その募金額に応じて、地域福祉の基盤となる住民互助活

動の推進に資することを目的に協力金をお渡しする。 

 2）地域福祉活動助成 

  前年度の募金を財源とし、公的援助を受けにくい、区内

のボランティア団体や当事者団体等の事業を助成し、特

に立ち上げ期の支援を行うこと等により地域福祉活動

を推進する。 

≪見守り・支え合い事業≫ 

 1）ふれあい粋・活サロン 

  高齢者や障がいのある方、その他の孤立リスクのある住

民等の孤独感を解消するため、町会・自治会や民生委員・

児童委員などの住民ボランティアや関係機関のご協力

により、ご近所で交流できる場づくりを行う。 

 2）子どもから高齢者への言葉の贈り物 

  75 歳以上の高齢者みまもりネットワーク事業登録者へ 

小中高生が作成したメッセージカードをお届けし、心の 

交流を図る。 

 3）生活困窮や孤独感解消への取り組み 

  高齢・障がいのある方等の孤独感解消のために、ご自宅 

を訪問し傾聴活動を行う団体を支援する。 

  また、生活困窮者等へ食品等の生活必需品を配付する。 

≪地域福祉啓発事業≫ 

 1）地域福祉に関する講座 

近年の地域福祉に関する動向を踏まえ、区内の地域課題
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大項目 小項目 事業の概要 

について共に考える講座等を開催する。 

2）紙面による地域福祉活動等の広報 

「社協だより」等、紙面による地域福祉活動等の広報を 

行う。 

協力金の交付 

 

前年度の募金にご協力いただいた町会･自治会に対して、

その募金の一部を財源とし、地域福祉の基盤となる住民互助

活動の推進に資することを目的に協力金をお渡しする。 

地域福祉活動助成 前年度の募金を財源とし、公的援助を受けにくい、区内の

ボランティア団体や当事者団体等の事業を助成し、特に立ち

上げ期の支援を行うこと等により地域福祉活動を推進する。 
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尾久生活実習所（あらかわ希望の家）本所・分場運営事業拠点区分（※指定管理施設） 

 

※現在、指定管理施設は４施設で、このうち尾久生活実習所「あらかわ希望の家」本所・分場、

荒川生活実習所及び荒川福祉作業所は社会福祉事業区分に含まれ、荒川区立障害者福祉会館

（アクロスあらかわ）のみ公益事業区分に含まれる。 

 

 １６．尾久生活実習所（あらかわ希望の家）本所・分場事業サ－ビス区分  

 

施設概要 

1．概要 

特別支援学校を卒業した子ども達が、行き場所がなく家にひきこもることのないようにとの保護者

の切実な思いを受け、「荒川のぞみの会」が昭和 56 年に通所の場としてスタートし、昭和 62 年に同

会からの依頼を受け、社協が区の補助金で運営を開始した。平成 7年には、荒川区立尾久生活実習所

「あらかわ希望の家」として区からの受託運営に切り替えられた。 

平成 12 年度から、知的障害者福祉法に基づく法内施設として位置付けられ、平成 14 年度からは、

利用者の増加に伴って分場が開設された。平成 18 年度から、新たに区の指定管理者としての運営を

開始(3 年契約)し、平成 21 年度(5 年契約)から、継続指定管理者として引き続き運営を行うととも

に、障害者総合支援法に基づき「生活介護事業」に移行し現在に至っている。新たに令和 6年度から

の指定(5 年契約)を受け、指定管理者として引き続き運営を行う。 

近年、重度の障がいを抱える利用者が増加しており、障害支援の評価区分（1から 6までの 6段階）

の平均が 5以上に達している。利用者に対して、それぞれの障がいに合わせた個別のケアを検討し、

適切なサポートを提供している。 

また、利用者の年齢が上昇することにより、身体機能の低下や在宅生活をサポートする家族の高齢

化に伴う支援力の低下などが起こり、その結果、利用者の在宅生活がますます困難になり、区内外の

施設への入所が増加している。 

どのような環境においても、利用者が自身の意思を持って選択し、自己決定ができるように保護者、

関係機関、グループホーム等との緊密な連携を築きながら、利用者の日常の充実と社会的な自立に向

けて支援している。 

 

2．目的 

区内の障がいのある方々を対象に生活作業訓練・地域交流などに取り組み、日々の生活の充実と社

会的自立を図ることを目的に運営している。利用者の持つ機能・能力を引き出すことと併せて、地域

の方々との交流を図ることを通して地域の中で生じる様々なハンディキャップを克服し、地域で豊か

に生きることを支える。また、障がいのある人や家庭が抱える問題に対して、生活支援員を中心にあ

らゆる職種の職員がそれぞれの専門性を生かした支援を行い、地域の様々なネットワークを活用して

地域での生活を支援する。 

 

3．利用定員 77 名 (本所 58 名、分場 19 名) 

 

4．登録人員 75 名（本所 56 名、分場 17 名） 

 

5. 開 所 日 242 日 月曜日～金曜日 (土曜日・日曜日・祝日・年末年始を除く) 

 

6．所 在 地 《本所》〒116-0011 東京都荒川区西尾久 6-17-3 

       《分場》〒116-0011 東京都荒川区西尾久 4-6-4 
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大項目 小項目 事業の概要 

生活介護事業 生活作業訓練事業 ≪日常活動≫ 

 運動、創作活動、音楽活動、レクリエーション、喫茶活

動、外出・外食活動などの活動プログラムを実施する。障が

い特性や年齢、体力、興味関心等によって異なる幅広いニ

ーズに応じ、様々な経験を通して利用者それぞれの持てる

力を発揮できるよう日常活動を展開する。 

≪基本的生活活動≫ 

 食事・排泄・移動・更衣・整容・清潔保持等について、行

為や行動を習得するための支援を行い、生活スキルの向上

を図る。 

≪コミュニケーション活動≫ 

 利用者同士、職員や地域の方々との日常的なコミュニケ

ーション・関係づくりを通して、集団の中で安心して楽し

く、互いに心地よい環境で過ごすためのコミュニケーショ

ン方法や協調性・社会性を身に付ける。 

また、ＷＥＢ会議システムを活用し、対面ではない方法

での他施設交流を継続する。 

≪講師活動≫  

 専門的な講師の指導のもと、美術・文章表現・自立プログ

ラムなどの活動を行う。 

 講師活動は、施設職員以外の人と関わる機会にもなって

おり、活動の成果は、障がい者の理解を深めるための啓発・

広報活動として展開していく。 

≪合同プログラム≫ 

季節の催し、音楽活動、ボッチャ、カラオケ、ボウリン

グ、喫茶活動、クラブ活動等を行い、主体的選択や自己決

定、利用者同士の関係づくりに取り組み、楽しむ機会を提

供する。 

≪外出活動≫ 

 外出活動を通じて、知識や経験を広げ、社会の決まり事

やその意味を学ぶ。 

○トランポリン活動 

楽しみながら体を動かし、情緒の安定を図る。 

○宿泊訓練 

施設の仲間たちや職員と寝起きをともにする体験を通じ 

て、社会性、自律性を高める機会とする。 

○バスハイク 

 宿泊訓練における社会参加及び余暇活動の代替として実 

施する。 

個別支援計画の策

定 

その人らしく自立して地域で暮らしていけるよう、一人

ひとりのニーズを随時把握し、目標や支援方法を定める個

別支援計画を策定して支援を行う。その過程と結果をもと

に、利用者の自信や職員との信頼関係につながるよう目標

や支援方法を見直していく。 

相談支援 本人のみならず、家族にとって最も身近に相談ができる

機関として機能できるよう、随時の面談等の充実を図り、

ニーズのキャッチと将来の生活設計や成年後見制度等を含

めた相談に力を入れる。また、特定相談支援事業者等の関

連機関と連携した支援の充実や各家庭への必要なサービス

－ 29 －



 

大項目 小項目 事業の概要 

の案内等を行う。 

健康管理 ○健康維持のため、個々の利用者の体調・疾病状況・健康状 

態を把握するとともに、日常的支援や看護師・栄養士等 

からの助言等を行う。 

○日常的に看護師が健康管理を行う(連絡帳の確認、検温、 

バイタルチェック)。 

○疾病の予防と早期発見に努め、健康の保持・増進を図る。 

○理学療法士が作成した個別の体操プログラムに沿って運 

動を行い、身体機能の維持に役立てる。 

○健康診断を年 1回行う。 

○歯科検診を年 1回行う。 

○医務室にて専門医(内科医・精神科医)の診察や健康相談 

を行う。 

○保護者に対して、健康及び保健衛生についての知識の普 

及と啓発を行うための情報提供を行う。 

給食事業 利用者の健康保持・増進を図るため、行き届いた衛生管

理下で調理された栄養のバランスの良い給食を提供する。

また、個々の利用者が食べやすい食事形態や食器に配慮し、

自立に向けた食事支援を行う。必要に応じて、利用者、保護

者、関係者に対して栄養相談・栄養指導を実施する。 

通所支援 令和 4 年 4 月から、委託業者は送迎車両の運行のみを行

い、添乗職員は社協が雇用する形態となっている。 

委託業者と施設職員による運行前後のミーティングや申

し送りを実施し、情報を共有することで安全運行に努める。

また、添乗職員に対して、「乗降介助の方法」「車内での急変

対応」「障がいの理解」等の研修を適宜実施する。 

行事及び地域交

流・啓発事業 

利用者が一人ひとりの持つ能力を発揮し、様々な行事に

取り組むことにより、達成感や充実感、喜びを得られるよ

うにする。また、地域の方々との交流を通じて地域での豊

かな生活につなげるとともに、地域住民の障がいに対する

理解を高める。 

 

≪地域交流活動≫   

日常活動や行事へのボランティアの受け入れのほか、近

隣の飲食店や公共施設に絵画を展示していただく「絵画交

換」や“ゆいの森あらかわ”での定期展示、各種作品展への

出展を通じて交流を深める。 

 また、分場においては、西尾久みどり保育園との交流事

業をきっかけに始めた、「街なかシリーズ」を継続する。 

※街なかシリーズとは、利用者が季節に合わせて作成した

ペープサートを地域の方々が分場に面した歩道に飾りつ

ける取り組み 

≪施設公開「やかまし祭」≫  

利用者の日頃の活動の成果を地域の方々に紹介し、理解

と共感を得るとともに、地域の方々や近隣保育園との交流

を図る。 

≪ハートフル運動会≫ 

 心身障害児者福祉連合会主催の運動会に参加し、運動会

の雰囲気を味わいながら、様々な障がいのある方々との交
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大項目 小項目 事業の概要 

流を図る。 

≪入所式≫ 

学校を卒業し、希望の家の一員になったことを自覚する

とともに、社会人になったことをお祝いする。 

≪二十歳を祝う会≫  

 利用者・職員・保護者をはじめ、地域の方々とともに喜

び、二十歳としての第一歩を踏み出すことを祝福する。 

≪情報紙の発行≫ 

 地域の方々に施設の活動や障がい者について知っていた

だくため、地域交流情報紙「あしあと｣を年 2回発行し配布

する。 

≪アート展示≫ 

 施設の身近な地域の公共施設や飲食店などで利用者の作

品を展示し、より多くの地域の方々が利用者の作品に接す

ることにより、障がいのある人と施設についての理解を深

めてもらう機会とする。地域の方々の協力を得て、展示で

きる施設や店舗等を増やしていく。 

≪自主生産品の販売≫ 

 利用者が活動でつくった「自主生産品」を地域の催し物

等で販売する。 

≪見学者・ボランティアの受け入れ≫ 

行事等を含めた活動全般を、日常的にボランティア活動

ができる場とし、地域の方々との交流を通じ利用者の人間

関係を豊かにする。随時、見学者を受け入れ、施設の設置目

的や障がい者への理解を促進する。 

また、サマーボランティアや企業の新任職員研修の受け

入れを継続する。 

≪体験実習・進路実習の受け入れ（利用者）≫ 

特別支援学校や関係機関からの依頼に応じて受け入れて

おり、実習生の特性に合わせて、実習するグループや活動

プログラム等を調整している。 

≪資格取得のための実習受け入れ（一般）≫ 

 社会福祉士や保育士、教員免許等の資格取得のための実

習を受け入れる。 

施設入浴サービス 自宅での入浴が困難な利用者に対し、尾久生活実習所本

所において入浴サービスを提供する。（7年度中に開始予定） 

紙おむつ等の提供 希望者に対して、施設の利用時間内に紙おむつ、尿取り

パッドを提供する。 

障がい者虐待防

止・身体拘束等の

適正化 

不適切な身体拘束を含めた障がい者虐待を防止するた

め、「施設職員への研修の実施」や「虐待防止委員会の定期

的な開催」等を実施する。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活にお

ける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」等

を実施する。 

防災訓練 発災時の利用者の安全を確保するため、総合防災訓練を

含め、地震・火災等を想定した各種訓練を行う。また、地域

住民参加型の防災訓練を実施する。 

業務継続に向けた

取り組み 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り

組みを行う。 
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○業務継続計画等の策定 

○施設職員を対象とした研修と訓練の実施 

福祉避難所の設

置・運営 

大規模な災害の発生後、速やかに福祉避難所を開設でき

るよう、設置・運営に関する訓練や適切な備蓄品の管理、更

新補充を適宜行う。なお、設置・運営に関する訓練は、地域

住民や関係者に参加いただく機会を設ける。 
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荒川生活実習所 及び 荒川福祉作業所運営事業拠点区分（※指定管理施設） 

 

※現在、指定管理施設は４施設で、このうち尾久生活実習所「あらかわ希望の家」本所・分場、

荒川生活実習所及び荒川福祉作業所は社会福祉事業区分に含まれ、荒川区立障害者福祉会館

（アクロスあらかわ）のみ公益事業区分に含まれる。 

 

 １７．荒川生活実習所 及び 荒川福祉作業所事業サ－ビス区分  

 

施設概要 

1．概要 

 荒川生活実習所及び荒川福祉作業所については、平成 18 年度に区から運営業務の一部を受託し、

平成 19 年度からは指定管理者として運営をしている(平成 24 年 3 月までが第 1期、平成 29 年 3 月ま

でが第 2期、令和 4年 3月までが第 3期指定管理期間)。 

平成 21 年度には、障害者自立支援法に基づき、荒川生活実習所は「生活介護事業」、荒川福祉作業

所は「就労継続支援 B型事業」「就労移行支援事業」にそれぞれ定員を拡大して移行した。平成 25 年

度からは、障害者総合支援法に基づく施設となっている。引き続き、令和 4年度から令和 8年度まで

の第 4期指定管理期間を運営することとなった。 

 

2．目的 

■荒川生活実習所 ＜生活介護事業＞ 

 区内の 18 歳以上の知的障がい者および身体障がい者に対して、日中活動を通じて様々な経験を提

供することにより、基本的な生活習慣や生活スキル、社会的スキルの維持・向上・定着を図る。また、

他の利用者や職員、地域の人々との良好な関係性を築き、お互いを認め合い、心地よく過ごせるよう

サポートする。 

■荒川福祉作業所 ＜就労継続支援 B型事業＞ 

 一般の事業所での雇用が難しい知的障がい者および身体障がい者に対して、福祉的な就労機会を提 

供し、生産活動やその他の活動を通じて知識や能力を向上させる訓練を行い、利用者が自立した日常

生活や社会生活を送れるように支援する。 

■荒川福祉作業所 ＜就労移行支援事業＞ 

就労を希望する 65 歳未満で一般の事業所に雇用されることが可能と見込まれる知的障がい者及び

身体障がい者に対し、就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練・職場体験等を含めた求職活動

に関する支援を行う。なお、就職後は職場に定着できるように、雇用に伴い生じる日常生活や社会生

活上の課題解決に向けた支援をする。 

 

3．利用定員 

 ■荒川生活実習所  47 名 

 ■荒川福祉作業所  55 名（就労継続支援 B型事業 48 名、就労移行支援事業 7 名） 

 

4．登録人員 

 ■荒川生活実習所  42 名 

■荒川福祉作業所  41 名（就労継続支援 B型事業 40 名、就労移行支援事業 1 名） 

 

5. 開 所 日          242 日 月曜日～金曜日(土曜日・日曜日・祝日・年末年始を除く) 

 

6．所 在 地(両施設)   〒116-0002 東京都荒川区荒川 1-53-9 (1 階・2階) 
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大項目 小項目 事業の概要 

生活介護事業 

（荒川生活実習所） 

生活介護事業 ≪日常活動≫  

運動、創作活動、仕事(受注作業や自主生産品作製・販売

等)、音楽活動、レクリエーション、農園での作業、サーク

ル活動、調理実習、お茶会、誕生会、自治会活動、外出活

動など多彩な活動メニューを実施する。これにより、障が

い特性、年齢、体力、興味関心等によって異なる幅広いニ

ーズに応じ、様々な経験を通して利用者それぞれの持てる

力を発揮できるよう日常活動を展開する。 

≪基本的生活活動≫ 

 食事・排泄・移動・更衣・整容・清潔保持等について、

食形態の変更等も含む支援により機能維持を図るととも

に、行動障がいの予防的な支援や自立を促す介助・声かけ

等により、生活スキルの向上を図る。 

≪コミュニケーション活動≫ 

 利用者同士や職員、ボランティアを含む地域の方々との

日常的なコミュニケーション・関係づくりを通して、集団

の中で安心して楽しく、互いに心地よい環境で過ごすため

のコミュニケーション方法や協調性・社会性を身に付け

る。タブレット端末のアプリを活用した視覚的な意思決

定、交流活動などを通して、コミュニケーションの充実を

図る。 

≪講師活動≫ 

 専門的な講師の指導のもと、利用者の興味関心のある 5

つの活動（トランポリンやレクリエーション、アート、ア

ロマセラピー、木工）から利用者が選択して参加する。 

 講師活動は、施設職員以外の人と関わる機会にもなって

おり、活動の成果は、障がい者の理解を深めるための啓発・

広報活動として展開していく。 

≪合同プログラム≫ 

自治会企画、全体会やボランティア・実習生による活動

をグループの枠を超えて実施し、グループ以外の利用者や

職員と関り、共有する機会を提供する。 

≪外出活動≫ 

外出活動を通じて、知識や経験を広げ、社会の決まり事 

やその意味を学ぶ。 

〇所外活動 

 施設外での活動を通して、心身のリフレッシュを行うと 

ともに、社会でのマナーを学び、社会経験を広げ自立支 

援の機会とする。 

○トランポリン活動 

楽しみながら体を動かし、情緒の安定を図る。 

○宿泊訓練 

施設の仲間たちや職員と寝起きをともにする体験を通

じて、社会性、自律性を高める機会とする。 

○バスハイク 

 宿泊訓練における社会参加及び余暇活動の代替として 

実施する。 

〇施設入浴サービス 

 自宅での入浴が困難な利用者に対し、尾久生活実習所本 
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 所において入浴サービスを提供する。（7年度中に開始予 

定） 

〇紙おむつ等の提供 

 希望者に対して、施設の利用時間内に紙おむつ、尿取り 

 パッドを提供する。 

就労継続支援 B 型

事業 及び 就労移

行支援事業 

（荒川福祉作業所） 

就労継続支援 B 型

事業 

≪生活支援≫ 

利用者の障がいの状況・健康状態・生活環境等を把握し、

個別支援や集団支援を通して、基本的な生活習慣の習得、

社会性の向上、健康管理、利用者の力を伸ばすことを目的

として以下の取組みを行う。 

①利用者とその家族が安心し充実した生活を送り、将来の

生活の希望を描けるよう、日常のコミュニケーションや

相談を充実させる。 

②生活の幅を広げ、利用者が主体性を持ち生活し続けるこ 

とができるよう、各種行事や趣味活動を充実させる。 

③看護師による健康チェックや栄養士による食事の管理 

のほか、看護師や栄養士による健康講座や体操プログラ 

ムを実施し、健康を保って地域生活を続けられるように 

する。 

≪作業支援≫ 

利用者が働くことを通じて力を伸ばし、充実感や自己 

肯定感を高め、社会での役割を感じながら充実した人生を

送ることができるよう、以下の取組みを行う。 

①多様なニーズに応じた支援 

現在、作業所には 10～80 歳代までの幅広い年代の利用 

者が通所している。利用者一人ひとりに、その人らしい

仕事や生活を送っていただけるよう、目的別に 3つのグ

ループを設け、作業（仕事）を中心とした支援プログラ

ムを構築している。 

ⅰ作業中心グループ 

若年層を中心とし、作業をし続ける力・就労できる力を

養うことを目的とする。就労希望者は、就労移行支援事

業を経て、一般就労を目指す。 

ⅱ作業プラス余暇活動グループ 

 作業を中心としつつ、適度にレクリエーションや余暇的 

活動プログラムを実施する。 

ⅲ作業プラス健康維持・体力維持活動グループ 

作業を中心としながらも、健康維持や体力維持を目的と

する。介護予防の視点を持ち、体操、健康講座を行う。 

②自主生産品の販路拡大 

一般企業等からの受注作業を中心としつつ、自主生産品

の作製、販売、各種イベントへの出店を行う。 

社協のネットワークを活用した広報を実施し、共同受注 

や新規取引先の開拓を進めていく。 

③就労意欲を高める取り組み 

利用者が仕事への誇りや充実感を感じられるよう、利 

用者の特性を十分考慮し、特性に合った作業を継続的 

に得られるよう、一般企業等に営業活動を行い信頼関係

の構築に努める。また、作業所内の環境を整備して作業
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を割り振り、働くモチベーションを持続できるよう支援

を行う。 

利用者の個々の特性に合わせた仕事を引き受け、与えら

れた材料を処理して収入を得る。加工代金は、工賃とし

て利用者に支給する。 

④社会とのつながり 

社会参加や地域交流を目的として、自主生産品の作製に

おける専門家やボランティアとの協働やイベントでの

自主生産品の販売を行う。 

⑤一般就労を目指す方への支援 

一般企業等での指導、訓練を受けることにより、就労に

つながることが期待できる利用者については､利用者本

人､保護者並びに受け入れ先と十分な連携を図ったうえ

で､各種団体・一般企業等で実習を行う。 

⑥就労移行支援事業との連携 

令和元年度より、就労継続支援 B型事業の利用希望者に

対する就労アセスメントを実施している。 

今後は、これまでの就労アセスメントの取組みを評価

し、区と就労選択事業の実施を検討する。就労継続支援

B 型事業の利用者が、就労移行支援事業を利用し、将来

的に一般就労を目指せるシステムの構築を進める。 

⑦目標工賃達成指導員の配置による安定した工賃の確保

令和 5年度に、新たに目標工賃達成指導員が配置された。

生活支援や職業支援、目標工賃達成支援などの分業化に

より専門性を高めることで、目標工賃額を月平均 14,000

円に設定し、その達成を図る。 

目標工賃達成指導員は、主に以下の業務を担当する。 

ⅰ受託先企業と交渉して「作業単価」の向上を図る。 

ⅱ新規受託先企業の開拓、利用者の作業能力向上の支援 

を行い「高単価の作業受注」を目指す。 

ⅲ「作業工程」の見直しを行い、作業効率を改善する。 

ⅳ自主生産品の開発やその「作業工程」の策定、「販売先」 

の開拓等を行う。 

「作業種目」 

 建築金具の組み立て・鉛筆の袋入れ・箱詰め・建築金 

具等の仕分け・書類の丁合・自主生産品の作製(アクセ 

サリー等)・各種イベントでの販売 

≪全日外出≫ 

地域に出て人と接し、様々な体験や交流を経験する機会

とする。外出先を選択制にすることで、利用者の自発的活

動を促すことを目的とする。年１回の活動を通じて、利用

者の心身のリフレッシュを図るとともに、社会でのマナー

を学び、社会経験を広げ自立支援の一環とする。 

≪バスハイク≫ 

家庭や通所施設を離れた場での生活を経験することで、

自立心を育てるとともに、利用者同士の親睦を深め、社会

経験の拡大を図る。また、日々の労働の対償として楽しめ

る機会を提供し、就労意欲の向上につなげる。 
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就労移行支援事業 利用者の要望及び適性（心身の状況、作業スキル等）の 

アセスメントを実施し、一般就労を目的として、就労時に

必要とされる作業スキルや集中力、就労意欲及び職場での

対人コミュニケーションを習得するため、以下の取り組み

を行う。 

①パソコン、事務補助訓練、就労に関する講義、生活に関

する講義のほか、他機関や就労継続支援 B型事業と連携

した事務補助等の実習、作業実習等のプログラムを行

う。 

また、併設の就労継続支援 B型事業の利用者で、就労を

希貿する方が、就労移行支援事業を利用し就職につなが

る体制を構築し、新規利用者の獲得につなげていく。 

②ハローワークや障害者就労支援センター、区内の他の 

就労移行支援事業所等と連携して最新の情報を収集し、

利用者に企業説明会や実習の情報を提供する。実習から

就職面接、就労までの支援を行い、利用者の就労後も職

場へのフォローアップを行う。 

荒川生活実習所・

荒川福祉作業所 

共通事業 

個別支援計画の策

定 

その人らしく自立して地域で暮らしていけるよう、一人

ひとりのニーズを随時把握し、目標や支援方法を定める個

別支援計画を策定して支援を行う。その過程と結果をもと

に、利用者の自信や職員との信頼関係につながるよう目標

や支援方法を見直していく。 

相談支援 本人のみならず、家族にとって最も身近に相談ができる

機関として機能できるよう、随時の面談等の充実を図り、

ニーズのキャッチと将来の生活設計や成年後見制度等を

含めた相談に力を入れる。また、特定相談支援事業者等の

関連機関と連携した支援の充実や各家庭への必要なサー

ビスの案内等を行う。 

健康管理 ○健康維持のため、個々の利用者の体調・疾病状況・健康 

 状態を把握するとともに、日常的支援や看護師・栄養士 

 等からの助言等を行う。 

〇日常的に看護師が健康管理を行う(連絡帳の確認、検温、 

バイタルチェック)。 

〇疾病の予防と早期発見に努め、健康の保持・増進を図る。 

○理学療法士が作成した個別の体操プログラムに沿って 

運動を行い、身体機能の維持に役立てる。 

〇健康診断を年 1回行う。歯科検診を年１回行う。 

〇医務室にて専門医(内科医・精神科医)の診察や健康相談 

を行う。 

〇保護者に対して、健康及び保健衛生についての知識の普 

及と啓発を行うための情報提供を行う。 

給食事業 利用者の健康保持・増進を図るため、行き届いた衛生管

理下で調理された栄養のバランスの良い給食を提供する。

また、個々の利用者が食べやすい食事形態や食器に配慮

し、自立に向けた食事支援を行う。必要に応じて、利用者、

保護者、関係者に対して栄養相談・栄養指導を実施する。 

通所支援 利用者の通所のため、車いす用リフト付きマイクロバス

3台を委託運行する。 

送迎時における利用者への適切な対応を目的として、定
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期的な会議を設け、利用者の状況等を共有していく（荒川

生活実習所）。 

一人で通所する利用者については、家族と連携して、安

全に通所できる体制の整備を行う。 

行事及び地域交

流・啓発事業 

地域の方々との交流を行い、地域での豊かな生活と暮ら

しやすい地域づくりにつなげていく。また、交流を通じて、

地域の方々に障がいのある人々への理解を促進する。 

なお、生活介護事業、就労継続支援 B型事業と就労移行

支援事業では、それぞれの事業目的に応じて参加する行事

や地域交流事業は異なる。 

≪施設公開≫ 

 施設を一般公開するとともに、地域住民を招待し、作業・

活動公開や作品展示、自主生産品の販売等による様々な

方々との交流を通じて、障がい者等への理解を促進する。 

 令和 6年度は、隣接するあらかわエコセンター・荒川た

んぽぽセンターやあらかわリサイクルセンターとの同日

開催を予定している。 

≪ハートフル運動会≫ 

 心身障害児者福祉連合会主催の運動会に参加し、運動会

の雰囲気を味わいながら、様々な障がいのある方々との交

流を図る。 

≪入所式・二十歳を祝う会≫ 

入所者や二十歳になった利用者を利用者・職員・保護者

をはじめ、地域の方々とともにお祝いする。 

準備や式典での進行は、利用者の代表である自治会と施

設職員が共同で行う。 

≪情報紙の発行≫ 

 地域の方々に施設の活動や障がい者について知ってい

ただくため、地域交流情報紙「アラセイ・アラフク」を年

2回発行し配布する。 

≪アート展示≫ 

 施設の身近な地域の公共施設や飲食店などで利用者の

作品を展示し、より多くの地域の方々が利用者の作品に接

することにより、障がいのある人と施設についての理解を

深めてもらう機会とする。地域の方々の協力を得て、展示

できる施設や店舗等を増やしていく（荒川生活実習所）。 

≪自主生産品の販売≫ 

 利用者が活動でつくった「自主生産品」を地域の催し物

等で販売する。 

≪見学者・ボランティアの受け入れ≫ 

行事等を含めた活動全般を、日常的にボランティア活動

ができる場とし、地域の方々との交流を通じ利用者の人間

関係を豊かにする。随時、見学者を受け入れ、施設の設置

目的や障がい者への理解を促進する。 

また、サマーボランティアや企業の新任職員研修の受け

入れを継続する。 

≪体験実習・進路実習の受け入れ（利用者）≫ 

特別支援学校や関係機関からの依頼に応じて受け入れ

ており、実習生の特性に合わせて、実習するグループや活
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大項目 小項目 事業の概要 

動プログラム等を調整している。 

≪資格取得のための実習受け入れ（一般）≫ 

 社会福祉士や保育士、教員免許等の資格取得のための実

習を受け入れる。 

障がい者虐待防

止・身体拘束等の

適正化 

不適切な身体拘束を含めた障害者虐待を防止するため、

「施設職員への研修の実施」や「虐待防止委員会の定期的な

開催」等を実施する。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活に

おける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」

等を実施する。 

防災訓練 発災時の利用者の安全を確保するため、総合防災訓練を

含め、地震・火災等を想定した各種訓練を行う。また、地

域住民参加型の防災訓練を実施する。 

業務継続に向けた

取り組み 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り

組みを行う。 

○業務継続計画等の更新 

○施設職員を対象とした研修と訓練の実施 

福祉避難所の設

置・運営 

大規模な災害の発生後、すみやかに福祉避難所を開設で

きるように設置・運営に関する訓練や適切な備蓄品の管

理、更新補充を適宜行う。なお、設置・運営に関する訓練

は、地域住民や関係者に参加いただく機会を設ける。 
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公益事業区分 

 

障害者福祉会館（アクロスあらかわ）運営事業拠点区分（※指定管理施設） 

 

※現在、指定管理施設は４施設で、このうち尾久生活実習所「あらかわ希望の家」本所・分場、

荒川生活実習所及び荒川福祉作業所は社会福祉事業区分に含まれ、荒川区立障害者福祉会館

（アクロスあらかわ）のみ公益事業区分に含まれる。 

 

 １．障害者福祉会館（アクロスあらかわ）事業サ－ビス区分  

 

施設概要 

1．概要・目的 

 障害者福祉会館(アクロスあらかわ）、平成 9年 8月に開館し、今年度で開館から 28年目となる。 

障がいのある方の社会参加を支援する地域の拠点となるよう、様々な社会資源の有効活用を図りな

がら、障がいのある方やボランティアの活動の場として、また、多くの区民との幅広い交流を深める

場として、広く利用されることを目指している。 

 同時に、誰もが安心して暮らし続けられる街づくりの拠点として、社協が長年培ってきたネットワ

ークを活かし、文化活動、交流の場づくり、情報提供など各種事業の取り組みを進める。 

平成 26年度から福祉避難所の指定を受け、災害時の拠点としての機能も持ち合わせている。 

 また、平成 26 年度には、区から特定相談支援事業者の指定を受け、区における障がい者福祉の総

合的な拠点として、障がいのある方やその保護者が安心して来館・相談できる場所となっている。 

令和 3年度から、地域生活支援拠点として区から指定を受け、区、基幹相談支援センター、他の

地域生活支援拠点や他の相談支援事業所との一層の連携を図るよう努めている。 

令和 6年度より、失語症者コミュニケーション支援事業の業務委託を受け事業を開始した。 

多様な障がいや困りごとのある地域住民に向け、細やかなサービス提供ができるよう会館全体の

体制整備を行う。 

  

2．利用時間  午前 9時～午後 10時 

 

3．休 館 日  毎月第三火曜日、年末年始 

 

4．施設内容  1階 事務室、多目的ホール 

        2階 第一会議室(生きがい活動室)、第二会議室(洋室)、交流ロビー、点字ワープロ

室、対面朗読室、喫茶コーナー「ステップ」 

        3階 第三会議室（和室）、共用活動室、ロッカー室 

 

5．所 在 地  〒116-0002 東京都荒川区荒川 2-57-8 
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その他の公益事業拠点区分 

 

 ２．おもちゃ図書館事業サ－ビス区分  

 

大項目 小項目 事業の概要 

おもちゃ図書館事

業（公益事業） 

  心身に障がいのある子どもと障がいのない子ども達が、お

もちゃを通して楽しく遊ぶ中で、心身の発達を促す。 

 また、地域の方々との交流を図り、地域ぐるみで子育てを

応援することを目的に、ボランティアの協力のもと、事業を

実施する。 

おもちゃの病院支

援事業 

家庭で壊れてしまったおもちゃを直すボランティア「トイ

ドクター」による活動を支援する。（週 1回程度開催） 

手作りおもちゃ活

動支援事業 

布の絵本やフェルトのおままごと玩具などを手づくりし、

おもちゃ図書館の遊びを豊かにするボランティア活動を支

援する。 

おもちゃの貸出 乳幼児向けのおもちゃを 2週間、無料で貸出する。 
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大項目 小項目 事業の概要 

会館管理運営事業  障がい当事者団体や障がいのある方をサポートするボ

ランティア団体の活動拠点であり、障がいのあるなしに関

わらず交流できる場として、「アクロスあらかわ（荒川区

立障害者福祉会館）運営要綱」に基づき、運営協議会を

開催し、利用者の意見を反映した会館運営を行う。 

貸室・交流ロビー

運営事業 

障がいのある方々の自主活動及び障がいのある方をサ

ポートするボランティア活動のために、多目的ホールや会

議室、物品などの貸し出しを行うとともに、地域の方々へ

も同様に貸し出しを行う。 

福祉新聞や点字新聞の閲覧、声のあらかわ区報などによ

る情報提供、登録団体の紹介を行う。 

荒川区心身障害児者福祉連合会が運営する喫茶コーナー

「ステップ」が併設されている交流ロビーをフリースペー

スとして開放する。 

障がい者理解啓発

事業 

アクロス・連合会まつり、きもちトーク＆学習発表会、

介護フェア、ステージ発表会等の障がいのある方とない方

の交流イベントや交流講座を通じ、障がい者及び障がい福

祉に対する地域住民の関心に働きかけ、障がい福祉の理解

促進を図る。 

学校等からの依頼により児童・生徒、その他地域住民に

対し、障がい福祉の理解を深めるため、障がい当事者の協

力を得て福祉教育を行う。 

当事者・支援者向

け講座事業 

障がい当事者の生活の質を高める講座として、聞こえづ

らい人向け手話講座やパソコン講座、生活の楽しみにつな

がる趣味の講座等を行う。 

障がい者を支援するため、障がいの理解や、障がい者を

支援する方法を身に付ける講座として、文字による情報提

供が必要な障がいのある方を支える要約筆記講座を行う。 

防災訓練 障がいのある方を中心に不特定多数の方が利用する施

設における災害発生時の対応や、福祉避難所についての理

解を深めるため、アクロスあらかわの利用者や地域住民、

職員がともに学ぶ機会として防災訓練を実施する。 

多様な障がいごと、または団体ごとの防災訓練や福祉避

難所の体験会等を通して、障がい当事者が日頃から災害時

に備え、考え、学び合うワークショップを実施する。 

福祉避難所の設

置・運営 

大規模な災害の発生後速やかに福祉避難所を開設でき

るよう、設置、運営に関する訓練や適切な備蓄品の管理、

更新、補充を適切に行う。 

なお、福祉避難所の運営を協働で行っていけるよう、設

置、設営訓練は、障がい当事者を含む施設利用者や地域住

民の参加を募り、ともに行う。 

計画相談支援及び

障がい児相談支援

事業（再掲） 

障がい者虐待防止

の取り組み 

利用者や関係者との面談やモニタリング等を通じ、虐待

の早期発見に努める。事業所として虐待を防止するため、

「職員への研修の実施」や「虐待防止委員会の定期的な開

催」に取組む。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活に

おける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」

等を実施する。 
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大項目 小項目 事業の概要 

業り務継続に向け

た取り組み 

切れ目のない利用者支援と安定的な事業所運営の両立

を図るため、体制加算等の制度を有効活用して事業運営を

行う。人員配置等の常勤化、加算に関わる資格者の増、事

務作業の効率化を積極的に行う。 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り

組みを行う。 

〇業務継続計画等の策定 

〇職員を対象とした研修と訓練の実施 

手話講習会 

（再掲） 

聴覚障がい者の福祉に理解と熱意を持つ方を対象とし

て、手話技術の指導を行い、手話奉仕活動を促進するため

の講習会を実施する。また、手話を学んだことのない方に

向けた手話体験会を開催する。 

失語症者コミュニケーション支援事業

（再掲） 

区在住の身体障害者手帳を所持する方や医師の診断書

により失語症であることが確認できる方、またその団体に

対して、コミュニケーション支援者を派遣調整する「失語

症者コミュニケーション支援事業」の業務を行う。支援は、

コミュニケーション支援のみとなり、移動の同行や身体介

護は含まれない。利用者及びコミュニケーション支援者の

登録受付業務、利用者から派遣受付のあった場合には、コ

ミュニケーション支援員の派遣調整を行う。

障がい者個別避難計画事業 

（再掲） 

災害発生時に的確な安否確認や避難誘導などを行うた

め、避難行動要支援者ごとに個別避難計画を作成する個別

避難計画が未作成の身体障害者手帳 1、2 級、精神障害者

手帳、愛の手帳所持者の計画作成を支援する。 
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参考：防災・災害・危機管理対策関係の取組一覧（再掲） 

大項目 小項目 事業の概要 

社会福祉事業区分 

１．法人運営事業サ－ビス区分 

危機管理体制の整

備 

事業継続計画の整

備・検証 

現在の事業継続計画について、各拠点施設や各部署単位で

改めて検証を行うとともに、平時の事業や建物管理等にも連

動するよう、当該年度の体制に即して更新を行う。 

また、事業継続計画や災害ボランティアセンター運営ガイド

ラインに基づき、災害時に災害ボランティアセンターを速や

かに立ち上げ、運営できるよう、災害時活動準備金を計上す

る。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活にお

ける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」等

を実施する。 

３．ボランティア活動推進事業サ－ビス区分 

災害時支援事業 災害ボランティア

センター事業 

区との協定に基づき、災害時に「災害ボランティアセンタ

ー」を区と連携・協力して設置・運営する。 

「災害ボランティアセンター」の実効性を高める目的のた

め、荒川総合スポーツセンターでの訓練を実施する。また、

被災時を支える関係者のつながりを強め、運営ガイドライン

の更新や資材・備品の整備を進める。 

災害時協定先や関係団体、地元企業、ボランティアや地域

活動団体との関係が、災害時に活かされるよう平時から連携

力を高めるための取組を行っていく。 

被災地支援事業 釜石市との災害時相互応援協定に基づき、釜石市が被災し

た際には、災害ボランティアセンターや福祉避難所等の設置

などに必要な職員の派遣、資機材の提供、地域住民との協力

による支援等を行う。 

その他の被災地に対しても、状況に応じて、職員の派遣をは

じめ、区民や地域団体、ボランティア団体・企業・東社協等

と協働し、義援金・支援金の募集など必要な支援活動を行う。 

１６．尾久生活実習所「あらかわ希望の家」本所・分場事業サ－ビス区分 

生活介護事業 感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活にお

ける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」等

を実施する。 

防災訓練 被災時の利用者の安全を確保するため、総合防災訓練を含

め、地震・火災等を想定した各種訓練を行う。また、地域住

民参加型の防災訓練を実施する。 

業務継続に向けた

取組 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り組

みを行う。 

○業務継続計画等の更新 

○施設職員を対象とした研修と訓練の実施 

福祉避難所の設

置・運営 

大規模な災害の発生後、速やかに開設できるように設置・

運営に関する訓練や適切な備蓄品の管理、更新補充を適宜行

う。なお、設置・運営に関する訓練は、地域住民や関係者に

参加いただく機会を設ける。 
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１７．荒川生活実習所 及び 荒川福祉作業所事業サ－ビス区分 

荒川生活実習所・

荒川福祉作業所 

共通事業 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活にお

ける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」等

を実施する。 

防災訓練 発災時の利用者の安全を確保するため、総合防災訓練を含

め、地震・火災等を想定した各種訓練を行う。また、地域住

民参加型の防災訓練を実施する。 

業務継続に向けた

取り組み 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り組

みを行う。 

○業務継続計画等の更新 

○施設職員を対象とした研修と訓練の実施 

福祉避難所の設

置・運営 

大規模な災害の発生後、すみやかに福祉避難所を開設でき

るように設置・運営に関する訓練や適切な備蓄品の管理、更

新補充を適宜行う。なお、設置・運営に関する訓練は、地域

住民や関係者に参加いただく機会を設ける。 

公益事業区分 

１．障害者福祉会館（アクロスあらかわ）事業サ－ビス区分 

会館管理運営事業 

 

防災訓練 

 

障がいのある方を中心に不特定多数の方が利用する施設

における災害発生時の対応や、福祉避難所についての理解を

深めるため、アクロスあらかわの利用者や地域住民、職員が

ともに学ぶ機会として防災訓練を実施する。 

異なる障がいごと、または団体ごとの防災訓練や福祉避難

所の体験会等を通して、障がい当事者が日頃から災害時に備

え、考え、学び合うワークショップを実施する。 

福祉避難所の設

置・運営 

災害発生時に自宅での生活が困難な方のうち、身体障がい

者 1、2 級、知的障がい者、精神障がい者が避難生活を送る

ため、区との協定に基づき福祉避難所を設置・運営する。 

計画相談支援及び

障がい児相談支援

事業 

障がい者虐待防止

の取り組み 

利用者や関係者との面談やモニタリング等を通じ、虐待の

早期発見に努める。事業所として虐待を防止するため、「職

員への研修の実施」や「虐待防止委員会の定期的な開催」に

取組む。 

相談支援従事職員が、義務研修を受講し、部署内伝達研修

を実施する。 

感染症対策 感染症の発生及びまん延を防止するため、「日常生活にお

ける基本的な感染対策」や「感染症対策の研修及び訓練」等

を実施する。 

業務継続に向けた

取り組み 

切れ目のない利用者支援と安定的な事業所運営の両立を

図るため、体制加算等の制度を有効活用して事業運営を行

う。人員配置等の常勤化、加算に関わる資格者の増、事務作

業の効率化を積極的に行う。 

感染症や非常災害発生時の業務継続に向け、以下の取り組

みを行う。 

〇業務継続計画等の策定 

〇職員を対象とした研修と訓練の実施 
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 荒川区社会福祉協議会では、区民･各種団体等から構成される会員組織を基盤として、町会･自治

会、民生委員･児童委員協議会、福祉団体、行政などの代表者から選出される、理事（15名～ 

23名）、監事（2名）、及び、評議員（24名～35名）の決定により運営されています。 

 高齢者、障がい者、児童・母子、生活困難者、様々な方々を対象にした各種の福祉事業、市民活動の支

援、共同募金、地域福祉の啓発等々、誰もが安心して暮らせる福祉の街づくりを行っています。 

■事業開始年月日 昭和２８年 ５月２７日

■法人認可年月日 昭和３９年 1月１３日

■本部・事務局所在地 東京都荒川区南千住１－１３－２０

社会福祉協議会（略称：社協）は「地域福祉の推進を図ること」を

目的として、国・都道府県・市区町村ごとに設置されている、社

会福祉法に定められた非営利の民間団体です。 

地域ネットワーク課 施 設 課 障がい支援課 地域連携推進課 

【在宅福祉係】 【 庶 務 係 】 

（荒川・汐入・おぐぎんざ） 

【
にこにこサポート 

移動支援サービス 

生活福祉資金貸付 

受験生チャレンジ支援貸付 

【 】 

本所及び分場 

－ 91 －




